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1 .序

実地震波は3次元に伝わる波であり,建 物には水平地震

動とともに鉛直地震動が入力する.し かし,従 来の設計法,

更に1990年に日本建築学会から刊行された終局強度型耐震

設計指針においても鉛直地震動の影響は直接的には考慮さ

れていない。そこで,鉛 直地震動が建物全体の応答性状に

与える影響を実験的に考察するため,鉄 筋コンクリート造

2スパン12層建物の外構面を対象とした平面フレームのサ

ブストラクチャ・オンライン地震応答実験を実施した。

2.対 象 建 物

図 1に対象建物の伏図を示す。スパンは6.Om,階 高は

各階とも3,Omで ある。対象建物は,日 本建築学会刊行の

「鉄筋コンクリート構造計算規準 。同解説」,「鉄筋コンク

リート造建物の終局強度型耐震設計指針 ,同解説」,「鉄筋
コンクリート造配筋指針 。同解説」に従い,全 梁端 。1階

柱脚が降伏する梁降伏型建物となる様設計した。使用材料

の設計強度はコンクリートは400 1gf/Cm2,鉄筋は主筋は

5,00o kgf/cm2,横補強筋は3,500 kgf/cm2でぁる。柱の

サイズは□650mm～ 750mm,梁 のサイズは350×550mm～
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図2 増 分解析結果
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450×700mmで ある。Xlフ レームを実験構面とし,実 験

対象柱は1階側柱 とした。図 2に MSモ デルを用いた増分

解析結果を示す.

3。実験手法および計測計画

実験は東京大学生産技術研究所千葉実験所において実施

された。実験には,実 験対象柱のみ実験から復元力特性を

求め,そ れ以外の部材の復元力特性については MSモ デ

ルを用いた数学モデル
1)で
代用 し,両 者をオンラインで結

び実験と建物全体の弾塑性地震応答解析を同時に進行させ

る,サ ブストラクチャ・オンライン地震応答実験手法を用

いた。

加力装置を図 3に示す。実験は3台 のアクチュエータを

用いて回転 ・軸方向 ・水平方向の 2軸 3自 由度の試験体の

変形を制御した。試験体寸法 ・配筋図を図 4に示す。アク

チュエータの荷重容量の制限から,試 験体は縮尺率 1/5

表 1'実 大柱と試験体の比較

実大柱 試験体

柱サイズ 750× 750 1ull 150× 150 11ull

主筋 8-D29 8-D6

横補強筋 D130160 D3982
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図5 計 測計画

に縮小されている.実 大柱と試験体の寸法,配 筋を表 1に

試験体の配筋図を図 4に 示す.

試験体の計測計画を図 5に示す.計 測は,試 験体柱頭部

に強制する回転 (θ)・軸方向 (y),水 平方向 (x)変 形の

計測に GPl～ GP4の 4本 の変位計を使用 し,柱 頭 0柱脚

のヒンジ想定領域 (D/2)の 回転量の計測に4本 ,上 下ス

タブと加力治具の目開きを計測に 4本 の計 8本 の変位計

(CDP)を 使用 した。また,柱 頭 ・柱脚 ヒンジ部分の主

筋 ・横補強筋の歪みを22点で歪みゲージにより計測した。

アクチュエータのス トロークと試験体の変形は,加 力

ビームが剛体であると仮定すると,増 分表現で式 1の様に

表 2 実 験パラメータ

入力

試験体名

最大地動加速度 0

水平方向 鉛直方向

SOL95-No。 1 0。700 0.000

SOL95-No.2 0.700 0.413

SOL95-No.3 0.700 0。700
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図 6 Taft EW・ UD元 波形

表せる。ここで,∂Act l～3は アクチュエ
ータNo.1～ 3

のス トローク増分,∂θ・ax.∂yは 各方向の変形増分であ

る。また,ア クチュエ
ータのス トロークは Full Scale土

3.Ocmに 対 して13Bit分解能 (7.3×10 4cm)で 市1御した。

入力地震波に Taft EW・UD波 の水平方向最大地動加

速度を含む10秒間を使用した。入力地震波の元波形を図 6

に示す。建物が想定した崩壊機構に至るよう,水 平方向最

大地動加速度を0.700Gに 拡大した。実験パラメ
ータは表

2に示すように鉛直方向最大地動加速度とし,水 平方向入

力のみの SOL95-No.1,鉛 直方向の最大地動加速度の水

平方向に対する比率を元波と同
一とした (Q.59)SOL95-

NO.2,鉛 直 ・水平方向を同レベルとした SOL95-No.3の

3体 である.

減衰定数は, レ
ーリー型減衰を仮定する.ま た,構 造物

のモード解析の結果, 1次 モ
ードは水平 1次モードで卓越

周期は0。798 sec, 2次モー ドは水平 2次 モー ドで卓越周

期は0。287 sec, 5次モー ドは鉛直 1次 モー ドで卓越周期

は0.084 secである。そこで, 1次 モ‐ ドに対 して 1%,

リビー
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図7 水 平変形誤差

5次 モー ドに文寸して 1%の 初期岡1性マ トリクス,お よび質

量マ トリクスを用いたレーリー型減衰を仮定する。

4.試 験体の制御誤差

各試験体の水平変形誤差を図 7に示す。アクチュエータ

のス トロークに対する許容誤差を±7.3×10~4cmと した

ため,各 試験体 とも変位制御誤差 は軸方向は±7.3×

10-4cm以 内,水 平方向は約±9.O X 10~4cm以内,回 転方

向は±4.7×10~6Rad以内で収束 しており,本 加力法で 2

軸 3自 由度の加力が可能であることが検証された。

5。破 壊 性 状

各試験体の最終ひび害Jれ状況を図 8に示す。また,同
一

配筋の試験体を同一加力装置を用いて軸力 0,モ ーメント

逆対称加力で行ったオンライン実験の最大水平変形量

0.51cmで のひび割れ状況も併せて示す
の。各試験体 とも

3.O sec付近でひび割れが発生 し始め,SOL95-No.1は

9。l sec付近,SOL95-No.2は 6。2 sec付近で柱脚主筋が降

伏 した。SOL95-No.3で は,実 験機器の不調から歪みを

計測できなかった。図から,鉛 直地震動の入カレベルが上

昇すると,柱 の反曲点が上方に移動し,鉛 直地震動を入力

しない場合に比べて柱の損傷が上方に広がっているのが分

かる。これは,鉛 直地震動により中柱に取 り付 く梁の剛性

逆対称  SOL95-No,l SOL95-No.2

図 8 最 終ひび害1れ状況

表 3 変 形量最大値 (上段 :実験値 下 段 :解析値)

が低下したためと考えられる。

6.応 答変形時亥J歴

図 9に柱頭回転変形量時刻歴,図 10に水平方向応答変形

量時刻歴を実験計測値 ・解析値を併せて示す。解析は,実

験時と同じく各部材のヒンジ領域を部材両端からD/2と

し;ヒ ンジ部分を MSモ デルに置換 した。また,減 衰は

1次 05次 モードに対 して各 1%の 質量 0初期剛性 Mat_

rixを用いたレーリー型減衰を仮定した。

表 3に実験および解析での各変形量の最大値を示す。実

験結果から,各 試験体の最大応答値に大差は認められな

かった。図 9・ 図10から,試 験体にひび割れが発生する

3.O sec付近まではほぼ解析値と実験値がす致している。

その後,試 験体柱脚主筋が降伏するまではほぼ解析は実験

を表現しているが,降 伏後各方向変形量とも計測値が解析

値を上回っている。これは,解 析時に仮定した試験体のヒ

ンジ領域長さが実験結果に比べて短いためと思われる.

実験で計測されたせん断力時刻歴,モ ァメント時刻歴を

図11に示す。また,表 4に せん断力 ・モ早メントの最大値

を示す。せん断力時刻歴では,試 験体にひび割れが発生す

る3.O sec付近までは,各 試験体 ともほぼ
一致している。

それに対 して,主 筋の降伏する6.O sec付近以降では,鉛

回転変形量 (Rad) 水平方向変形量 (cm)

正側最大値 負側最大値 正側最大値 負側最大値

SOL95-No.1
0.00695

0.00929

-0.01097

-0.01001

0.659

0.514

-0.436

-0。468

SOL95-No.2
0.01043

0.00787

-0.01065

-0.00942

0.616

0.520

-0。469
-0。345

SOL95-No.3
0.01100

0,00767

-0.01234

-0。01126

0。639

0,707

-0.584

-0,297
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図10 水 平方向応答変形量時刻歴

直地震動入カレベルが大きいほどせん断力が小さくなって

いる.そ のため,表 4に 示すように,せ ん断力の最大値は

正側 。負佃|ともに SOL95-NO.3が 最J とヽなっている。同

じく,モ ーメント時刻歴に関しても,試 験体にひび割れが

発生する3.O sec付近までは各試験体 ともほぼ一致してい

る。その後,SOL95-NO.1で はモニメントが正側にシフ

トしているのに対 して,SOL95-NO.3で は負側の応答が

大きくなっている。そのため,表 2に示すように,正 側の

モーメントはSOL95-NO.1が 最大であるのに対して,負

側ではSOL95-NO.3が 最大となぅている。これは,5.に

示したように,SOL95-No.3で は反曲点が上方に移動し,

試験体の応力状態が純曲げに近づいたため,入 力するせん

断力が低下したと考えられる。以上の結果から,鉛 直地震

動を入力することにより,部 材レベルの復元力応答性状が

表4 復 元力最大値 (上段 :実験値 下 段 :解析値)

モーメント (tOnf・m) せん断力 (tonf)

正側最大値 負側最大値 正側最大値 負側最大値

SOL95二No.1

0.899

0。729

-0.495

-0.340

2.707

4.047

-4.219

-3.224

SOL95-No.2
0.753

0.352

-0.654

-0。777

3.049

4.221

-2.592

-3.297

SOL95-No.3
0,871

0.509

-1.317

-0,944

2.193

3.744

-2.220

-3.993
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変化 していることが分かる.

7 .結    論

Taft EW◆UD地 震波を用い,鉛 直地震動の入カレベル

をパラメータとしたサブストラクチャ。オンライン地震応

答実験を2スパン12層建物の 1階傾I柱を対象に行い,以 下

の知見を得た。

①2軸3自由度の加力法を確立し,その有効性を検証した。

②鉛直地震動レベルは建物全体の水平応答量に大きな影響

は与えない。

③しかし,部 材レベルでは,鉛 直地震動レベルにより, 1

階柱の反曲点は大きく移動し,応 力状態が変化し,復 元

力特性が変化する。 (1996年8月 23日受理)
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